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内　　　　　　　　　容

開かれた市政の実現を図るため、市報やホームページ等を

活用し、分かりやすく、的確かつ迅速な市政情報の提供を

行い、市民との情報の共有を図ります。

市報、ホームページの

管理運用

市民が、パソコンや携帯電話からインターネットにアクセスす

ることで、いつでもどこでも誰でも行政情報を入手することが

できるシステムを構築し、地域情報化を進めることで質の高い

行政サービスを提供します。

出前講座

市が進めている各種事業を担当課職員が開催講座の中で直

接市民に説明することにより、市政への理解を深めてもら

います。

議会広報事業

市議会だより、ホームページ、会議録検索システム等の広

報活動等により、議会に関する情報を積極的に市民へ提供

します。

内　　　　　　　　　容

パブリック・コメント

市の計画や条例等を策定する際、市民にその案を決定前の

段階で公表し、広く意見を求め、提出された意見等を参考

に意思決定を行い、その意見に対する市の考え方を公表し

ます。

市長と語るふれあい

トーキング

市民、市民活動団体と市長の会合の場を設け、地域の課

題、団体の活動、将来の鳥栖市などについて座談会形式で

意見交換し、団体活動の活性化、市民意見の吸い上げ等を

図ります。

市民提案箱、WEB提案箱

市民からの意見、提案を行政運営に反映させるため、市民

提案箱を公共施設等に２７箇所設置し、メールによる受付

も可能とするためホームページにWEB提案箱を設置しま

す。

内　　　　　　　　　容

地域に存在する様々なニーズのうち、既存の市民活動団体

では対応できない課題に対応するため、地域住民による組

織で考え、解決するための新たな地域自治組織であるまち

づくり推進協議会の構築を図ります。

まちづくり推進協議会

設立・運営支援

地域の連帯感を再認識し、地域の課題を地域で解決できる

ことを自分達で行う。これからのまちづくりの一翼を担う

まちづくり推進協議会の円滑な設立、運営を支援します。

弥生が丘地区まちづく

り推進センター（仮

称）建設事業

弥生が丘地区コミュニティセンターを建設し、生涯学習、

地域活動の拠点として活用を図ります。

内　　　　　　　　　容

市民活動支援事業

市民活動団体が自主的かつ主体的に行う公益的な事業に要

する経費の一部を補助し、市民活動の活性化及び自立化を

促進します。

とす市民活動センター

運営事業

市民相互及び市民と行政との協働によるまちづくりを推進

するため、市民活動への参加啓発、市民活動団体成等、

様々な市民活動情報発信基地としての機能充実を図りま

す。

夢プラン２１事業

次世代を担う子ども達が、地域の支援を受けながら子ども

達の「夢」を実現し、希薄化する世代間・地域間交流の活

性化をつなげます。

道路里親制度

市民による道路の環境美化活動を通して、市民協働の街づ

くりを推進します。また、併せて新たな担い手である団体

の募集を進めて行きます。

基本設計 実施設計 工事施行 工事完了

支援事業の実施

支援事業の実施

事業の実施

１７団体

事業の実施 事業の実施 事業の実施

１５団体 １６団体

支援事業の実施 支援事業の実施

支援事業の実施 支援事業の実施 支援事業の実施

現状値

目標値

(平成27年度)

12団体

15,000人

100団体

17団体

7,008人

61団体

事業実施、内

容の検討

事業実施、内

容の検討

運営支援 運営支援

目標値

(平成27年度)

7地区

制度の広報、

周知

制度の広報、

周知

制度の広報、

周知

150回

200回

事業実施、ﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの内

容把握

事業実施、ﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの内

容把握

事業実施、ﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの内

容把握

事業実施、内

容の検討

制度の広報、

周知

掲載記事の

内容の充実

制度の広報、周

知及び講座開催

５０回

アクセス件数

2,000件

掲載記事の

内容の充実

掲載記事の

内容の充実

制度の広報、周

知及び講座開催

４０回

制度の広報、周

知及び講座開催

５０回

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

支援事業の実

施、実施方法の

検討

１４団体

具体的な取組

４．市民協働のまちづくり

を進めます

市民相互及び市民と行政との協働によるまちづくりを推進

するために、協働のパートナーとなる市民活動団体の育

成・支援やコーディネートする とす市民活動センター の

強化を図ります。

とす市民活動センター利用者数

市民活動ガイドブック登録団体数

道路里親制度参加団体数

指　　　標

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

運営支援、活動拠

点の整理、まちづ

くり交付金導入の

検討

運営支援、活動拠

点の一枚看板化、

まちづくり交付金

導入

具体的な取組

３．地域自治組織の構築を

図ります

指　　　標 現状値

まちづくり推進協議会設置数 0地区

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

事業実施、内

容の検討

事業実施、ﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの内

容把握

具体的な取組

２．市民の声を広く聴く機

会の充実を図ります

指　　　標 現状値

市民のニーズ等を的確に把握し、各種計画等に反映させる

ため、パブリック・コメント 、市長と語るふれあいトー

キングなど、あらゆる場面で市民が市政や行政サービスに

対し意見・提案を寄せることができる場・機会の充実を図

ります。

市民提案箱への提案件数

WEB提案箱への提案件数

89回

157回

現状値

目標値

(平成27年度)

議会ホームページアクセス件数

出前講座開催数

1,500件

24回

掲載記事の

内容の充実

制度の広報、周

知及び講座開催

５０回

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

12回

2,000件

50回

目標値

(平成27年度)

ふれあいトーキング開催回数 11回

平成２７年度

アクセス件数

1,700件

アクセス件数

1,800件

アクセス件数

1,900件

１．みんなで築く市民協働のまちづくりを目指します

具体的な取組

１．まちづくり活動に関す

る情報の共有を図ります

指　　　標

事務事業名 事業概要
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内　　　　　　　　　容

市民生活サポートシス

テム

本市が管理する税情報をICTの利活用により、本人が閲覧

できる環境の提供、税納期限到来のメール送信、イベント

情報のメール送信、クレジットカードによる納税のサービ

ス提供を行います。

子育て支援連携システ

ム

子育て中の家庭に対し、行政や保育所・幼稚園・小学校か

らICTを利活用して情報提供するとともに、子どもに関す

る情報を集積し、保健センターや保育所・小学校で子育て

に利活用するなど、子育て中の世帯に対する支援を行いま

す。

小・中学校情報化

（パソコン更新事業）

各学校毎に設置されている機器群については、市役所情報

センターに統合、集約し、コスト縮減、セキュリティ強

化、利便性の向上、情報の共有化等を図ります。

利活用の推進 利活用の推進

事業完了 ー ー ー

1,000人

1,500人

利活用の推進 利活用の推進 利活用の推進 利活用の推進

市民生活サポートシステム更新利用者

数

子育て支援連携システム更新利用者数

67人

764人

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

利活用の推進 利活用の推進

２．情報化を推進します

具体的な取組

１．情報化推進計画を進め

ます

ICTを活用して、情報資産を市民と行政が共有することに

より、新たなサービスの展開を図ります。

指　　　標 現状値

目標値

(平成27年度)
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内　　　　　　　　　容

組織目標を設定し、課題解決を行うことで、経営管理機能

の強化を図ります。

部課長の仕事宣言

部長及び課長の業務における目標宣言です。目標を宣言す

ることにより業務方針を明らかにするとともに部全体また

は課単位で目標の共有を図り、市民の皆様に公表していく

ことで着実な事業の推進を図ります。

内　　　　　　　　　容

常に行政の在り方について検討を行い、その時々に応じた

行政改革を推進し、市民が満足できる行政運営を目指しま

す。

行政改革の推進

社会経済情勢は日々変化しています。行政の在り方につい

ても常に検討を行い、市民の皆様に満足してもらえる行政

運営を行います。

内　　　　　　　　　容

人事評価制度を活用し、適材適所の人員配置及び組織機構

の見直しにより、組織の活性化を図るとともに、より効果

的で職員のニーズに対応した研修等を行い、自立した職員

を育成します。

組織機構の見直し 組織機構の見直しを実施します。

人事管理制度の充実 人材育成に向け職員研修を充実させます。

検討

実施

検討

実施

研修実施 研修実施 研修実施 研修実施

行政改革の推進 行政改革の推進

研修受講職員の割合

81％

（Ｈ22年度）

91%

目標値

(平成27年度)

現状維持

仕事宣言の実施 仕事宣言の実施 仕事宣言の実施 仕事宣言の実施

年3回

指　　　標 現状値

目標値

(平成27年度)

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

検討

実施

検討

実施

具体的な取組

3．組織・人材の活性化を

図ります

指　　　標 現状値

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

行政改革の推進 行政改革の推進

具体的な取組

２．行政改革を進めます

指　　　標 現状値

目標値

(平成27年度)

行政革新度ランキング 173位 現状以上

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

３．効果的・効率的な行政運営を行います

具体的な取組

１．成果重視の行政運営の

実現を図ります

仕事宣言の公表
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内　　　　　　　　　容

税負担の公平化と税収の安定確保を図るため、適正かつ公

平な課税を行うとともに、自主納税の啓発と滞納整理の促

進により、市税の収納率の向上を図ります。

ネット公売、不動産公

売

滞納処分により差し押さえした動産をヤフーのインター

ネット公売するとともに、必要に応じ不動産の公売を実施

します。

コンビニ・クレジット

収納

コンビニエンスストアやクレジット収納等で納付環境を整

備し、納税者の利便性向上を図ることで、収納率の向上も

図ります。

佐賀県滞納整理推進機

構連携事業

県内１９市町が参加する佐賀県滞納整理推進機構へ一部滞

納案件を引継ぎ、同機構による差押を中心とした滞納処分

を進めるとともに、市職員1名を派遣し、滞納整理のノウ

ハウ習得や活発な情報交換を行うことにより、今後の市税

の収納率向上につなげます。

内　　　　　　　　　容

次代に過度の負担を強いることがないよう、地方債の適正

管理を行い、税金の使途やその成果など、財政状況につい

て市民に分かりやすく公表します。

予算、財政状況公表

当初予算、主な事業の予算編成プロセスのほか予算の執行

状況、決算の状況、主要な財政指標について市民に分かり

やすい用語などを用いて公表します。

内　　　　　　　　　容

公有財産の適正管理を図るため、遊休財産については、積

極的に活用又は処分を行います。

未利用地の活用・処分

行政目的に沿って取得した未利用地について、今後の利用

が見込まれるかどうかを区分し、利用目的を明確にするこ

とにより公有財産の有効活用、適正管理を行います。

内　　　　　　　　　容

施設の計画的改修・更新を行うため、施設の劣化、修繕履

歴、施設運営に係るコスト調査を行い、施設の延命化、最

適化の検討を行います。

公共施設マネジメント 公共施設の中長期保全計画の策定を行います。

16,000㎡

目標値

(平成27年度)

活用・処分面

積300㎡

活用・処分面

積500㎡

活用・処分面

積5,000㎡

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

平成２６年度 平成２７年度

連携の推進

公売実施

ー

年２回市報での公表を行っているが、平成２３年度からは市民

に分かりにくい財政用語等を見直し平易な言葉を使用する、レ

イアウトを見やすいものにするなど毎回見直しを行っていく。

目標値

(平成27年度)

正

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

98.5%

公売実施 公売実施 公売実施

98.1%

指　　　標 現状値

目標値

(平成27年度)

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度

40% 60%

目標値

(平成27年度)

公共施設中長期保全計画の策定率 0% 100%

80% 100%

具体的な取組

４．公共施設マネジメント

を行います

指　　　標 現状値

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度

活用・処分面

積300㎡

具体的な取組

３．財産の適正管理を行い

ます

指　　　標 現状値

未利用地の面積 29,000㎡

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的な取組

２．地方債の適正管理と財

政状況の公表を行います

指　　　標 現状値

プライマリー・バランス（市債発行額を除

く歳入と、公債費を除く歳出の差で、基礎

的な財政収支を示すもの）の黒字化の推進

負

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

連携の推進 連携の推進

４．持続可能な財政運営を行います

具体的な取組

１．市税の収納率向上を図

ります

市税収納率（現年度）
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内　　　　　　　　　容

環境や交通問題など、鳥栖市のみでは解決が難しい問題に

ついて、関係自治体と連携を図りながら取り組んでいきま

す。

鳥栖・三養基地域ビ

ジョン

鳥栖・三養基地域での連携事業を進め、地域の住民の利便

性の向上を図ります。

内　　　　　　　　　容

都市機能の分担と補完により、市民生活の向上を図るた

め、周辺自治体の住民同士が、施設利用、文化・スポーツ

交流など、サービス提供と交流促進を図ります。

筑後川流域クロスロー

ド協議会

鳥栖市・久留米市・小郡市・基山町の３市１町で構成する

協議会において、各種連携事業を推進します。

グランドクロス広域連

携協議会

クロスロード協議会に福岡市を加えたグランドクロス協議

会において、各種連携事業を推進します。

石橋美術館開放事業

美術館を持たない鳥栖市において、市内の小学生に本物の

絵画に触れる機会を提供し、情操教育に寄与します。 事業実施 事業実施 事業実施

事業実施

事業実施

事業実施

事業実施 事業実施

事業実施 事業実施

10事業

現状値

目標値

(平成27年度)

10事業

事業検討

・実施

目標値

(平成27年度)

事業検討

・実施

事業検討

・実施

事業検討

・実施

６事業

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

事業実施

事業実施

具体的な取組

２．広域連携の取組を進め

ます

指　　　標 現状値

広域連携事業数 6事業

事務事業名 事業概要

年度別計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

５．広域行政を推進します

具体的な取組

１．地域間交流・連携の取

組を進めます

広域連携事業数

指　　　標

 6-5 6-5 6-5 6-5


